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あとがき 

肥料に含まれる、りん酸、加⾥については、海外に偏在する枯渇資源であり、⽇本では、ほぼすべてを海外か

らの輸入に依存している。肥料コストは農産物の⽣産コストの約１割を占めると⾔われており、肥料の値上がり

が農業経営に与えるインパクトは⼤きい。実際、2017 年の肥料価格は 10 年前に⽐べておよそ 26％高い

（農業物価統計）。その⼀⽅、家畜ふん堆肥には、全国の農耕地で肥料として施⽤されている肥料成分の

相当な部分をカバーできる量の肥料成分が潜在的に含まれる（⾦澤,2009）。家畜ふん堆肥の肥料原料化

を促進することで、環境への負荷を減らし、肥料原料の輸入依存からの脱却を図ることは、⾮常に有意義であ

ると考えられる。 

営農現場に⽬を向けると、農業者の高齢化等により省⼒的な施肥・有機物施⽤技術が求められており、そ

の⼀⽅で過剰施肥や有機物の過剰施⽤などにより養分が蓄積した⼟壌が多く⾒受けられる。本マニュアルで紹

介した肥料は、肥料成分と有機物を同時に供給でき、かつ施肥基準に沿った適切な肥料成分施⽤が可能で

ある。このように省⼒化、養分管理などの⾯からも⾮常に有効な技術となる可能性を秘めていると⾔えよう。 

本書は、農林⽔産省委託プロジェクト「有機質資材」の研究成果をとりまとめたものである。⼀般社団法人

⽇本⼟壌肥料学会 元常務理事の安⻄徹郎博⼠、公⽴⼤学法人宮城⼤学食産業学部の⽊村和彦教授

には、プロジェクト研究の外部専門家として研究の推進にあたりご助⾔をいただくとともに本書の細部にわたり的

確なご指摘をいただいた。農林⽔産省の⽅々には本書の素稿に対して有意義なご指摘をいただいた。特に法

令の解釈について丁寧にご教⽰いただいた。以上の⽅々に対してここに深謝の意を表する。 
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編集代表 荒川祐介 



本マニュアルは農林⽔産省委託プロジェクト研究「⽣産コストの削減に向けた有機質資材の

活⽤技術の開発」（2015〜2019）の成果の⼀部を利⽤し，有機質資材コンソーシアム

「家畜ふん堆肥の高度利⽤による化学肥料削減技術の開発」研究グループの責任において作

成したものです。なお、本マニュアルの情報の掲載には十分な注意を払っておりますが、掲載され

た情報を利⽤することによって⽣じたいかなる損害等について、理由の如何に関わらず、農研機

構および執筆者は⼀切の責任を負いません。 

本マニュアルに掲載されている情報へのご指摘、ご意⾒等、あるいは本マニュアルの複製・転

載のご希望がありましたら、下記連絡先までご連絡いただきますようお願いいたします。 

また、本マニュアルは以下の URL からダウンロード可能です。あわせてご参照下さい。

http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publication/pamphlet/tech-

pamph/133583.html 
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